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本
会
は
6
月
22
日
千
葉
市
「
ホ
テ

ル
ポ
ー
ト
プ
ラ
ザ
ち
ば
」
に
お
い
て

専
門
委
員
会
（
委
員
長
＝
篠
原
敬
治
）

を
開
催
し
た
。

　

こ
れ
は
会
長
の
諮
問
機
関
と
し
て

中
小
企
業
に
対
す
る
適
切
な
振
興
対

策
を
確
立
し
、
本
会
運
営
の
円
滑
化

を
図
る
た
め
に
設
置
さ
れ
て
い
る
も

の
で
、
議
題
は
①
国
へ
の
要
望
事
項

と
し
て
、
こ
の
秋
に
東
京
都
で
開
催

さ
れ
る
「
第
59
回
中
小
企
業
団
体
全

国
大
会
へ
の
要
望
事
項
」、
②
千
葉

　トピックス

県
へ
の
要
望
事
項
等
を
審
議
し
た
。

委
員
会
で
は
、
は
じ
め
に
昨
年
度
の

要
望
事
項
に
つ
い
て
事
務
局
よ
り
経

過
説
明
が
行
わ
れ
、
引
き
続
き
本
年

度
の
要
望
事
項
に
つ
い
て
委
員
か
ら

提
出
さ
れ
た
案
件
を
基
に
、
事
務
局

の
素
案
と
と
も
に
審
議
さ
れ
た
。

　

要
望
事
項
は
中
小
企
業
振
興
対
策

の
一
層
の
充
実
強
化
を
求
め
る
も
の

で
、組
織
、金
融
、税
制
、商
業
・
流
通
、

労
働
、総
合
、環
境
と
多
岐
に
わ
た
っ

た
。

　

当
日
の
審
議
結
果
は
事
務
局
で
整

理
・
検
討
さ
れ
、
左
記
の
よ
う
に
取

り
ま
と
め
ら
れ
た
。

Ⅰ　【　組　織　】
　１．�　中小企業連携組織対策を中小企業対策の重要な柱と位置付け、強力に推進するとともに、

連携組織の唯一の専門支援機関である中小企業団体中央会の位置付けの明確化並びに指導体
制の整備・強化を図ること。

　２．�　中小企業が経済的・社会的環境の変化に対応し、積極的な事業展開を図れるよう中小企業
組合制度の整備を次のように行うこと。①創業の手段としての企業組合制度を活用促進する
ため、組合員数の引き下げ等会社法に準じて運営の規制を緩和すること。②中小企業組合が
過度の事務負担を負わないよう設立認可、定款変更、各種届出等の事務に係る所管行政庁の
一元化を図ること。

Ⅱ　【　金　融　】
　１．　商工組合中央金庫が引き続き中小企業の資金需要に十分対応できるよう配慮すること。
　２．�　中小企業倒産防止共済制度について、共済金貸付限度額の引上げ等、制度の拡充を図ること。
Ⅲ　【　税　制　】
　１．�　中小企業の事業承継の円滑化を図るため、次の措置を講ずること。①事業用資産の生前相

続特例制度（贈与税の相続時までの納税の繰り延べ）を創設すること。②中小会社の取引相
場のない株式等に係る評価方法の更なる改善を図ること。③事業用小規模宅地の相続に係る
課税特例措置の減額率を100％に引上げること。

　２．　中小法人の軽減税率の適用限度額を1,500万円（現行800万円）に引上げること。
　３．�　消費税は、中小企業経営に及ぼす影響が大きく、安易な税率の引き上げや引き上げ議論も

絶対に行わないこと。
Ⅳ　【　商業・流通　】
　１．�　商店街が地域と連携して行うコミュニティー事業への支援並びに中心市街地における駐車

場対策を強化すること。さらに、魅力ある個店作りを目指す後継者の育成に向けた支援策に
ついて、一層の強化を図ること。

　２．�　大規模小売業等が行う不当廉売、不当表示あるいは優越的地位の濫用による不公正な取引
については、厳正、迅速に対処するとともに、課徴金の対象とするなど、制裁規定の強化を
図ること。

Ⅴ　【　労　働　】
　１．�　中小企業の仕事と生活（子育て）の両立支援を促進するため「次世代育成支援対策推進セ

ンター」の支援機能を強化すること。また、中小企業組合による子育て支援への共同取り組
みに対する支援措置を講ずること。

　２．　介護保険の第２号被保険者の安易な対象拡大は行わないこと。
　３．　パートタイム労働者に対する税制上の配慮を行うこと。
Ⅵ　【　総　合　】
　１．�　我が国の景気回復の効果を広く中小企業にまで波及させるために、積極的な中小企業対策

を講ずること。
　２．�　平成20年度の予算編成に当たっては、中小企業対策予算の大幅増額を行い、特に、地域中

小企業対策を拡充・強化すること。また、予算については多くの中小企業が活用しやすいよ
うにその運用を緩和すること。

　３． 　三位一体の改革で都道府県の一般財源化された中小企業対策予算については、相当部分
　　　を必ず中小企業振興のための予算として措置がなされるよう国から助言・指導を行うこ
         と。
　４．�　中小企業への官公需発注を大幅に増大させるため、各発注機関に対する官公需施策の周知

徹底を図るとともに、官公需適格組合の優先活用を図ること。
Ⅶ　【　環　境　】
　１．�　中小企業が廃棄物処理及びリサイクルを効率的に推進していくため、最終処分場の確保、

新たな処理施設の確保・設置等を強力に推進するとともに、循環型社会を構築するために必
要な支援策を拡充・強化すること。
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